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（１）重点プロジェクトの考え方 

「重点プロジェクト」は、計画の策定にあたり、計画期間を通して重点的・横断的に推進すべき取組を

定め、総合計画を効果的に推進していくものです。 

人口減少や少子化・高齢化が避けられない状況の中で、将来像の実現に向けては、実効性の高い

取組の推進とともに、時代の変化に対応した柔軟な行財政運営が必要です。本計画においては、持続

可能なまちづくりを目指した人口減少対策と、それを支える行財政運営の革新を柱として、５つの重点

プロジェクトを位置づけます。第３次稲敷市総合計画前期基本計画の期間である令和６～９年度のう

ちに、事業実施、準備着手・協議開始、調査研究（体制構築等）のいずれかのレベルで実行していくも

のを重点プロジェクト事業として取り組むものとします。 

また、「雇用・産業」、「移住・定住」、「子育て支援・教育」、「まちづくり」に関するプロジェクトを「稲敷

市デジタル田園都市国家構想総合戦略（これまでのまち・ひと・しごと創生総合戦略）」として、「行政改

革」に関するプロジェクトを「行政改革大綱」として位置づけます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

５．行政改革 

４．まちづくり 

３．子育て支援・教育 

２．移住・定住 

１．雇用・産業 

重点プロジェクト 

持続可能なまちづくりを 

目指した人口減少対策 

将来を見据えた取組を支える 

行財政運営の革新 

  

重点プロジェクト事業 

稲敷市デジタル 

田園都市国家構想

総合戦略 

行政改革大綱 
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（２）ワーキングチームによる重点プロジェクトの検討 

第３次稲敷市総合計画の策定にあたり、関係各課職員が検討段階から参画し、施策・事業の実施を

効果的に推進するため、庁内中堅職員によるワーキングチームを立ち上げ、重点的・横断的に取り組

む「重点プロジェクト」を検討します。 ≪現在の検討状況は参考資料４を参照≫ 

 

■ ワーキングチームが目指す成果 

総合計画において取り組むべき実効性・実現性の高い重点プロジェクトを提案する 

 

■ チームの構成 

国の施策の方向 
ワーキングチームで

のテーマ 
メンバー 

総
合
戦
略 

地方に仕事を
つくる 

１．雇用・産業 
企業誘致推進室、農政課、産業振興課、 
教育政策課、秘書政策課 

５名 

人の流れをつ
くる 

２．移住・定住 
まちづくり推進課、新利根公民館、 
建設課、危機管理課、管財課 

５名 

結婚・出産・
子育ての希望
をかなえる 

３．子育て支援・教育 
生涯学習課、健康増進課、教育政策課、 
こども支援課、企画財政課 

５名 

魅力的な地域
をつくる 

４．まちづくり 
行革・デジタル推進室、秘書政策課、 
まちづくり推進課、産業振興課、高齢福祉課 

５名 

行政改革大綱 ５．行政改革 
管財課、総務課、行革・デジタル推進室、 
企画財政課、下水道課、学務管理課 

６名 

 

■ 実施概要 

全４回のワーキングチームを通して、重点プロジェクトでの取組及び重点プロジェクト事業を検討し

ます。 

第１回、第２回は、テーマごとにテーブルに分かれ、各グループのリーダーを中心に、ワークショップ

形式でアイデアを出し合いました。 

 

テーマ 
第１回 8/25 

アイデアの検討 

第２回 9/29 

事業へ展開 

第 3回 10/24予定 

目標の設定 

第 4回 11月下旬 

共有と相互補完 

実施 

内容 

●現計画の検証と、事

務局から提案された

取組についてどのよ

うに考えるか、意見

を出し合う 

●第１回の意見交換の

中からテーマを絞り

込み、具体化に向け

た意見を出し合う 

●第２回の内容を重点プ

ロジェクトとしてとり

まとめる 

●目標の設定 

●重点プロジェクトの確

認 

●チーム間で意見交換

し、ブラッシュアップ

する 
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■ 参考資料（ワーキング資料抜粋） 
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■ 当日の様子 

＜第 1回＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜第 2回＞ 
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（３）重点プロジェクト 

総合戦略①雇用・産業プロジェクト 

（●は現時点でのワーキングチームでの検討内容） 

取組① 稲敷市内の企業と学生等のリクルート・コーディネイトの強化 

 高い技術、働きやすさ、環境への取組など、様々な特徴ある企業が市内に立地しているにもかかわら

ず、市外へ就職する若者が多い状況から、市内企業の特徴等を市内出身の高校生や大学生などへ伝

え、市内企業へ就職するきっかけづくりを積極的に進めます。 

●地元・江戸崎総合高校の生徒の９割が地元での就職を望んでいることから、市内企業の合同就職

説明会の開催などを検討しています。 

●市外へ進学した高校生・大学生との繋がりづくりが重要ではないかと考え、その手法として、保護者

へ向けたアプローチ等について検討しています。 

 

取組② 自分らしい仕事の仕方を実現する創業支援の強化 

 あらゆる世代の人が自分らしく活躍できる機会や場所を創り出していくことは、住み続けていきたいと

思えるまち、活力あるまちの実現につながることから、様々な仕事の仕方を実現する創業支援の強化に

取り組みます。 

●創業時の支援だけでなく、創業した事業者が、継続的に事業を運営していくための支援、顧客確保

のためのＰＲ支援などを検討しています。 

●稲敷市内での創業希望者を増やして裾野を広げていく取組として、銀行などの民間金融機関と連

携したＰＲや創業コンペなどを検討しています。 

 

取組③ 地域で愛されている店舗の事業承継等の支援 

 商店街や事業所は、地域のにぎわいや文化を担う貴重な役割を担っていますが、近年、地域から愛さ

れてきた店舗が相次いでへ閉店し、地域で暮らす幸福感が失われつつあることから、事業承継を希望す

る商店や農家などが、信頼できる担い手へ受け継がれるように、事業者と担い手のニーズの掘り起こし

が必要です。 

●実際に事業継承を目指している地域おこし協力隊の事例を参考に、事業者と直接対話ができる体

制づくりを検討しています。  

 

取組④ 圏央道４車線化等の東京へのアクセスと豊かな自然環境を生かした産業の活性化 

 圏央道が 2026（令和８）年度までに 4 車線化が予定されており、さらに東京へのアクセスが良好とな

ることから、インターチェンジ等の周辺開発ならびに、コロナ化で浸透したテレワークや企業の地方移転

のニーズを踏まえた産業の活性化に取り組みます。 
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■ワーキングチーム等で検討している取組を新規・拡充事業として位置づけます。 

取組①  

取組②  

取組③ 
 

取組④  

＋ 
■現計画に掲載の既存事業は内容を精査し、基本的には継続して位置づけます。 

No. 現計画の基本施策 現計画における事業名 

1 

多様な雇用の創出を図りま
す！ 

本社機能移転等支援事業 

2 稲敷東 IC周辺地域官民連携まちづくり推進事業 

3 稲敷工業団地開発推進事業 

4 企業立地推進事業 

5 

いろいろな側面からの支援を
図ります！ 

市民のための創業支援事業 

6 商工業振興事業（創業者支援） 

7 求職情報発信事業 

8 男女共同参画推進事業 

10 自治金融制度 

11 農業経営基盤強化促進事業 

12 

稲敷市の基幹産業である農
業を応援します！ 

地域おこし協力隊を活用した新規就農者育成事業 

13 農産物振興事業 

14 農地中間管理事業 

 

新規・拡充する事業の追加 
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総合戦略②移住・定住プロジェクト 

（●は現時点でのワーキングチームでの検討内容） 

取組① 新たなステージの空き家対策・空き家活用の強化 

 現在、数多く市内に存在する空き家の利活用は、稲敷市への移住・定住や市街地・集落を維持するた

めに重要かつ有効な手段と考えられます。そのため、空き家を老朽化させない対策、住宅・店舗としての

利活用の強化に取り組み、空き家・空き店舗所有者と移住・定住希望者をつなぐ役割を、市が積極的に

担います。 

●空き家対策・利活用を積極的に推進する体制の構築などを検討しています。 

●現状では空き家バンクの成約率が低いため、まずは登録率を上げる取組を検討しています。 

●空き家バンクのＰＲの強化を検討しています。 

 

取組② 子育て家族向け住宅整備による移住・定住の推進 

 子育て家族向けの住宅取得支援については、これまでも取組を進めてきましたが効果は限定的で、住

環境の整備が課題となっています。進行中の子育て家族向けの住宅整備と合わせて、稲敷市の自然や

農地、水と緑に魅力を感じる層にターゲットに絞るなど、より効果的な取組を推進します。 

●都会的ではない稲敷の魅力を感じてもらえる層へのアプローチを検討しています。 

●釣りや稲刈り、れんこん掘りなどの体験と、学校見学等をセットにした取組などを検討しています。 

●高校のスクールバスの補助などを検討しています。 

 

取組③ 移住・定住を促進するためのシティプロモーションの展開 

 様々な人に稲敷市での暮らしに魅力を感じてもらうため、行政情報の発信だけでなく、市民が愛着と誇

りを感じているリアルな稲敷市民の暮らしをあるがままに伝えるシティプロモーションの展開を推進しま

す。 

●市内に住む人と連携した SNSでの情報発信などを検討しています。 

●外国人を対象とした情報発信などの取組を検討しています。 

 

取組④ 移住・定住の促進のための市有地の賃貸・販売 

 公共施設跡地の利活用については、一部で進めていますが、今後の適性配置などと合わせた総合的な

検討が必要です。その中で、生活利便性が高い地域にある市有地については、住民や事業者と協働し、

移住・定住の促進効果が期待できる利活用方法を検討します。 
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■ワーキングチーム等で検討している取組を新規・拡充事業として位置づけます。 

取組①  

取組②  

取組③ 
 

取組④  

＋ 
■現計画に掲載の既存事業は内容を精査し、基本的には継続して位置づけます。 

No. 現計画の基本施策 現計画における事業名 

1 

更なる住環境の充実を図りま
す！ 

若年夫婦及び三世代同居マイホーム取得支援、リフォーム
支援事業 

2 子育て世帯住宅建設事業 

３ 未加入者加入推進事業（水道） 

４ 空き家バンク事業 

５ 

いろいろな人たちとのコラボで
移住定住を促進します！ 

三世代交流事業（子育て支援） 

６ 地域おこし協力隊推進事業 

７ 大学等連携事業（シティプロモーション） 

8 社宅等整備支援事業 

9 
稲敷市に住みたい方、ワンスト
ップで応援します！ 

移住定住ポータルサイト運用事業 

 

  

新規・拡充する事業の追加 
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総合戦略③子育て支援・教育プロジェクト 

（●は現時点でのワーキングチームでの検討内容） 

取組① 高校生以上への子育て支援の推進 

 現在、市が行っている子育て支援は中学校卒業までが主であり、その点の満足度は高い。しかし、市内

に高校は１校のみであり、多くの生徒が市外へ進学し、その年代への支援が行政の体制を含めて不足し

ていることから、子どもが高校生になっても負担の少ない環境づくりを推進します。 

●高校生の通学の負担軽減策などを検討しています。 

●江戸崎総合高校と連携した、ボランティア活動の推進などを検討しています。 

●高校生と地元企業をつなげる取組などを検討しています。 

 

取組② 稲敷市らしい学校教育の充実 

 タブレット端末の導入などＩＣＴを活用した教育環境の整備が進められてきましたが、稲敷の学校教育

の特徴が主張されていないことから、稲敷市らしい特色のある教育の充実を図り、稲敷市の教育の強み

としていきます。 

●成田国際空港との関係を意識した特色ある英語教育の強化について検討しています。 

●市内企業の工場見学や職場体験など、将来の職業につなげる取組を検討しています。 

●稲作とれんこん収穫など農業体験の機会づくりなどを検討しています。 

 

取組③ 子ども達の多様な体験や学びによる郷土への思いの醸成 

 本市の自然環境を活用した体験的な学習は好評を得ている。子ども達が自然、文化、芸術、科学など

に直接触れる機会を創出し、豊かな心を持つ子ども達の育成と、郷土への親しみと愛着を育む社会教育

の充実を推進します。 

●民間事業者や高校生・大学生との連携を含めた体験的学習の場を検討しています。 

 

取組④ 地域の居場所づくりや避難所などとしての小学校跡地等の利活用 

小学校は地域の中心的な場所に立地し、地域住民にとってもシンボル的な役目を果たしてきました。

そのような貴重な財産である小学校跡地の利活用について、コミュニティの維持・形成を目的とした公民

館や集落センター等の施設との兼ね合いや、住民の命を守る避難所機能の維持、または住宅用地等の

新たな手段までを含めた検討を行います。 
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■ワーキングチーム等で検討している取組を新規・拡充事業として位置づけます。 

取組①  

取組②  

取組③ 
 

取組④  

＋ 
■現計画に掲載の既存事業は内容を精査し、基本的には継続して位置づけます。 

No. 現計画の基本施策 現計画における事業名 

1 

妊娠、出産、子育てに至る支援
を継続します！ 

妊産婦支援事業 
（不妊治療費助成等、電子母子手帳サービス） 

2 乳幼児健康支援事業 

３ 出生届記念品贈呈事業 

4 子育て支援センター事業 

6 ファミリーサポートセンター事業 

7 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

8 放課後子ども教室推進事業 

9 予防対策事業（予防接種助成） 

10 子ども・子育て支援事業（幼児教育・保育事業） 

11 就学援助費助成事業 

12 児童手当支給事業 

13 母子家庭高等職業訓練促進給付金等事業 

14 医療費助成事業（市単独助成分） 

15 

特色ある教育の充実を図りま
す！ 

奨学資金貸与事業 

16 外国語指導助手(ALT)配置事業 

17 英語検定料補助事業 

18 防災教育推進事業 

19 姉妹都市交流事業 

20 ふるさと学習支援事業 

21 いなしき子ども大学事業(アウトドア教室推進事業) 

22 

出会いの場を提供します！ 

出会いサポート事業 

23 ご当地婚姻届出書で門出を祝う事業 

24 婚姻フォトフレームのプレゼント事業 

新規・拡充する事業の追加 
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総合戦略④まちづくりプロジェクト 

（●は現時点でのワーキングチームでの検討内容） 

取組① 地域のスタイルを活かした地域づくりの推進 

 合併から 20 年を迎え、旧町村４地区の歴史・文化・コミュニティの特徴が醸成されています。それぞれ

の地域の生活スタイルやニーズに応じた施策を展開し、地域資源や課題、担うべき役割などを生かして

いくことで、市全体の活力を維持し、持続可能な地域づくりを推進します。 

●若手職員ワークショップの提案などを生かして、実行性のある取組を検討しています。 

江戸崎：商業施設と連携したデジタル体験・学習スペース等の居場所づくりと新公共交通の導入 

新利根：生活利便性の高さを生かし、Ｕターン移住を増加させるため、年間を通したツアーの実施 

桜桜川：来訪者の消費活動の増加と利用マナー向上を目的とした和田公園のファミリー層向け整備 

東東東：シビックプライド醸成のため、桜づつみのブランド化（環境整備、フォトコンテスト、イベント） 

 

取組② 大学や民間企業と連携した新たなステージのまちづくり 

本市の抱える地域課題や、所有する地域資源に対して、研究や商品開発等のこれまでとは異なる新た

な視点でアプローチすることにより、課題解決に留まらず、新たな利活用法などの創出が期待できること

から、産官学民の連携による新たなステージのまちづくりに挑戦します。 

 

取組③ 市民の地域への愛着を育むためのプロモーション展開 

本市の場合、市民の地域に対する意識や評価が著しく低い状況があるため、これを改善するため、市

民を対象としたシティプロモーションの展開が必要と考えます。市民の地域への関心を高め、評価を上げ

ることで、郷土愛（シビックプライド）が醸成されます。人と地域との絆を強くし、より魅力的な情報を市外

へ発信していきます。 

 

取組④ 幸福感の高い地域づくりのためのコミュニティの継承・再生・創生 

 様々な場面で地域コミュニティの存在は大きいものの、その一方で、負担や煩わしさにより、結果とし

てコミュニティの希薄化が進んでいます。日常のちょっとした助け合いだけでなく、大規模災害時にはデ

ジタルツールや行政による公助が機能しない可能性が高いため、地域コミュニティによる「共助」は安心

なまちづくりに必要不可欠です。市民が求める地域コミュニティの大切さや重要性を共有しながら、その

継承・再生等の支援を展開します。 

●区長、民生委員、生活支援コーディネーター、消防団等と、行政の関係各部署が情報共有できる仕組

みづくり等を検討しています。 
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■ワーキングチーム等で検討している取組を新規・拡充事業として位置づけます。 

取組①  

取組②  

取組③  

取組④  

取組⑤  

＋ 
■現計画に掲載の既存事業は内容を精査し、基本的には継続して位置づけます。 

No. 現計画の基本施策 現計画における事業名 

1 

稲敷への愛（シビックプライド）
の醸成を図ります！ 

シティプロモーション事業 

２ ふるさと応援寄附金事業 

３ 企業版ふるさと納税事業 

４ 観光協会との連携 

５ 茨城ＧＧ活動支援事業 

６ コミュニティ助成事業 

７ 

広域ネットワークの強化を推進
します！ 

地域公共交通対策事業 

８ 高速バス誘致推進事業 

9 サイクリング環境整備事業 

10 

安心・安全のまちづくりを進め
ます！ 

消防団活動活性化事業 

11 防災備蓄整備事業 

12 防災情報通信強化事業 

13 自主防災組織育成事業 

  

新規・拡充する事業の追加 
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行政改革大綱⑤行政改革プロジェクト 

（●は現時点でのワーキングチームでの検討内容） 

取組① 協働のまちづくりを推進するための庁内の環境づくり 

協働のまちづくりにおいては、市民と行政がお互いに求めるニーズを把握するとともに、行政と市民の

役割を明確化し、取り組みやすい環境をつくっていくことが必要です。 

●協働のスタートとして、市民と市職員との間で地域課題を共有するなどの取組を検討しています。 

●職員の地域活動が評価に生かされる仕組みづくりなどのあり方を検討しています。 

 

取組② 業務量の軽減化・適正化の推進と働き方改革 

行政がより良いサービス、新たな事業に取り組みためにも、現在の業務量の軽減化・適正化および働

き方改革を推進することが必要です。業務を見える化し、データを活用した制度改革に取り組みます。 

●民間のノウハウを導入した業務手法を取り入れることによる業務量の軽減化などについて検討して

います。 

 

取組③ 持続可能な財政基盤の構築 

これまで蓄積されたデータを活用した歳出削減、ふるさと納税やクラウドファンディングを含めた新たな

財源による歳入拡大について、課題を見極めながら改善策を検討し、財政運営の基本的な基盤づくりを

進めます。 

●公共施設の適正配置、利用手数料の最適化などについて検討しています。 

●ふるさと納税やクラウドファンディングなどによる財源の確保方策について検討しています。 
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■ワーキングチーム等で検討している取組を新規・拡充事業として位置づけます。 

取組①  

取組②  

取組③  

＋ 
■現計画に掲載の既存事業は内容を精査し、基本的には継続して位置づけます。 

No. 現計画の基本施策 現計画における事業名 

1 

行政サービスの質的向上 

デジタル行政推進事業（ＤＸ） 

２ 行政評価推進事業 

3 タウンミーティング推進事業 ／ 市長への手紙事業 

4 地区拠点施設における地域づくり支援事業 

5 自主防災組織育成事業 

6 災害対策事業 

7 行政改革事務事業 

8 

効率的な行政運営 
持続可能な財政基盤 

職員等定員管理等事務事業 

9 職員提案制度事業 

10 人事評価及び人材育成事業 

11 協働のまちづくり推進事業 

12 財政運営事業 

13 

持続可能な財政基盤 

総合計画基本計画、実施計画策定推進事業 

14 市税等収納事務事業 

15 市税等賦課管理業務事業 

16 国民健康保険事業（収納率向上対策事業） 

17 企業版ふるさと納税事業 

18 ふるさと応援寄附金事業 

19 広告収益拡大事業 

20 稲敷工業団地開発推進事業 

21 公有財産等利活用検討事業 

22 公共施設使用金等適正化事業 

23 公共施設再編・施設管理事業 

24 幼児教育・保育施設環境整備事業 

25 補助金適正化事業 

 

新規・拡充する事業の追加 


